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建設業における
労働災害防止対策
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労働災害発生状況



休業災害発生状況の推移(滋賀県)
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全産業は近年増加傾向
建設業では概ね横ばい



休業災害発生状況の推移(東近江署)
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滋賀県全体と同様の傾向
建設業はわずかに減少



死亡災害発生状況(滋賀県)
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令和6-7年で
製造業で “0”を達成
建設業では1件発生
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事故の型別災害分析(滋賀県、建設業)

墜落災害は減少傾向
転倒災害が増加傾向
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起因物別災害分析(滋賀県、建設業)

建設物等に次いで、
建機 トラック 
用具 材料
が多い
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墜落災害発生箇所の安全措置(全国)



令和7-8年 建設関連死亡災害発生状況

⚫ 墜落災害：1件

⚫ 重機災害：1件

⚫ 窒息災害：1件（2名被災）

その他、警備員が被災する交通労働災害が発生
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◆令和7年6月発生(建設業)
  被災者は、マンション新築工事現場において、
配管設置業務に従事していた。

約10kgの配管材を持ち、各階の設置場所に運
搬する作業を行っていたが、1階エレベーター乗
場付近を通りがかった別の作業者が、エレベー
タピット内で流血して倒れている被災者を発見
したもの。

エレベーターは施工前の状況であり、昇降路、
各階入口が開口部となり、手すり等が設置され
ていなかったもの。
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死亡災害事例①



◆墜落による危険の防止(安衛則第518条)

高さ2ｍ以上の箇所で作業を行う場合で、墜落
により作業者に危険を及ぼすおそれのあるとき
は、足場等を設置しなければならない。

また、高さが2ｍ以上の箇所にある、作業床の
端、開口部には、手すり、囲い等を設置しなけ
ればならない。

上記の足場等の設置が困難な場合、安全帯等
の墜落防止措置を行わなければならない。

高所作業に係る安全対策
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◆令和8年5月発生(道路建設工事業)
  高速道路の舗装修繕工事において、被災者は、
路面清掃車両（スイーパー）の後方で掘削面の
深さを計測していた。

スイーパーが後退したところ、被災者と接触、
車両下部に巻き込まれ、10ｍ程度引きずられた
ことで、外傷性ショックにより死亡したもの。
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死亡災害事例②



◆令和8年5月発生(土木工事業)
  地下の農業用水路を廃止するため管内にセメ
ント系材料を充填する作業が行われていた。
被災者2名は、ピット内（廃止管の端部付近）

において重点状況の監視業務に従事していたが、
何らかの原因により、充填剤であるセメント系
材料を浴び、全身をのまれる形で倒れ、埋もれ
ることとなり、窒息により死亡したもの。
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死亡災害事例③
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墜落災害防止対策



◆墜落による危険の防止(安衛則第518条)

高さ2ｍ以上の箇所で作業を行う場合で、墜落
により作業者に危険を及ぼすおそれのあるとき
は、足場等を設置しなければならない。

また、高さが2ｍ以上の箇所にある、作業床の
端、開口部には、手すり、囲い等を設置しなけ
ればならない。

上記の足場等の設置が困難な場合、墜落制止
用器具等の使用による墜落防止措置を行わなけ
ればならない。

高所作業に係る安全対策
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命綱ＧＯ活動

滋賀県内の建設業における労働災害件数は、
近年では増減を繰り返しつつ、比較的低水準で
推移しているものの、墜落・転落型の災害の占
める割合は増加傾向にある。

安全帯（墜落制止用器具）は命をつなぐ大切
な「命綱」であり、安全帯使用の重要性を認識
し、墜落・転落のおそれのある箇所での使用を
徹底し、墜落・転落災害の大幅な減少を目指し
て、「命綱ＧＯ活動」を展開する。

命綱 使ってつなＧＯ 大切な命
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命綱ＧＯ活動の実施事項

⚫ 墜落制止用器具の着用と作業開始前の唱和

「安全帯ヨシ！」「いのちつなごうヨシ！」

⚫ 墜落制止用器具の点検

墜落制止用器具も損傷、老朽化するため（現
場で使用されていた者の1/4に問題が認められ
たという調査結果もある）、メーカーの設定す
る廃棄基準に該当するものは適切に交換する。

⚫ 親綱設置の徹底

⚫ 二丁掛、フルハーネス型着用の徹底

⚫ ハシゴへの安全ブロック設置

⚫ 脚立の安全使用の徹底（天板の使用禁止）
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脚立、はしご等からの墜落災害が多発

はしご、脚立は業種を問わず使用されており、
建設業においても、短時間での作業、比較的低
層箇所へのアクセス等に使用されているものと
思われる。

墜落災害の起因物（どこから墜落している
か）としては、はしご、脚立等は、建築物等に
次いで多く、本質的な墜落災害のリスクは低く
ないものと考えられる。
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死亡災害事例

◆平成31年2月発生(建設業)

  被災者は、公道脇の電柱に設置されたLED電球
の交換作業に従事していた。電柱にハシゴを立
てかけ、ハシゴに上り作業を行っていたが、バ
ランスを崩し、乗っていた踏み桟から約3ｍ墜落、
頭部を打ち、死亡したもの。

災害発生原因として、安全に作業を行うこと
ができる作業床ではない、ハシゴ上で作業を行
い、安全帯を使用していなかったこと。また、
ヘルメットも着用していなかったことが原因と
考えられた。
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脚立、はしご災害の典型例



重心

支点

固定されていないはしごが直立できるのは
体の重心が梯子の内側にある時のみ

体の重心が支点の外側に出ると
支点を中心に梯子が回転、転倒する

はしごの転倒による墜落
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はしごは作業足場ではない

はしごは通路であり、足場
ではないため、はしご上で作
業は認められない。

また、脚立には手すりが存
在しないため、使用が認めら
れるのは足場の位置が２ｍま
での物に限定される。

◆安全衛生規則第518条

  高さ2ｍ以上の箇所で作業を行う場合で、墜
落により作業者に危険を及ぼすおそれのあると
きは、足場等を設置しなければならない。

より安全性が高い
「馬足場」



はしご、脚立に係る安全基準

はしご、脚立に関して労働安全衛生法上の構
造規格は存在しないものの、日本産業規格や業
界団体等が制定した規格、基準が存在し、適合
品には、一定の表示が行われている。
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◆労働安全衛生規則第527、556条

事業者は、はしごについては以下に適合した
ものでなければ使用してはならない。

はしごに関する法規制
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➢ 定置式はしご
• 丈夫な構造

• 踏さんは等間隔

• 踏さんと壁間の間隔

• 上端は床から60cm以上

• 坑内では5m毎に踏み棚

• 坑内では勾配80度以内

➢ 移動式はしご
• 丈夫な構造

• 著しい損傷等なし

• 支柱内幅30cm以上

• はしごの転位防止

• 踏み桟は25-35cm等間隔



はしごの設置方法
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はしご設置角度

はしごの付出

はしご上端を固定

補助金具



セーフティブロック
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はしご等から作業者が落下した際に地面への
激突を回避する安全器具としてセーフティブ
ロックが存在し、はしご等の上部に設置するこ
とが望ましい。



脚立の正しい使用方法
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脚立の使用に係る禁止事項
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設置位置が
遠すぎる

段差への
設置

台上への
設置

出入口付近
への設置

荷を持って
昇降しない

降りる時は
脚立側を向く

不適切な
立位置、作業方法



はしご使用前チェックシート
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脚立使用前チェックシート
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石綿除去工事

について

（参考資料）



石綿対策が強化される理由
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石綿を含む可能性のある建築物の解体件数（推計）

解体工事件数は
今後増加し、
令和10年頃が
ピークとなる



石綿関連工事の流れ
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工事受注

対象建材の石綿含有の有無の事前調査

石綿含有のレベルに応じた飛散防止対策の実施

作業中の労働者への曝露防止対策の実施

石綿除去工事

石綿含有廃棄物の適切な方法での廃棄

作業記録等の書類の保管



建築物解体等工事に係る事前調査
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⚫ 解体、改修工事対象の全ての部材について、
石綿含有の有無を事前調査する必要がある。

⚫ 事前調査の方法として、設計図書等の書面、
目視による確認を基本とし、これらの方法で
石綿含有の有無の判別がつかない場合は分析
調査を行う必要がある。

調査対象書面

・平面図
・立面図
・建築確認図
・特記仕様書
・概要書
・仕上げ表等 製品型番  ａマーク



事前調査での注意事項
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⚫ 「目視」とは、単に外観を見て判断するので
はなく、現地において部材の型番等を確認す
ることを言う。

⚫ 天井裏等の目視できない部分は、目視可能と
なった時点で調査を行う。

⚫ 石綿の含有が無いと判断するためには、製品
を特定した上で、メーカーが公表している石
綿含有の有無に係る情報（ＨＰ等で公開され
ている）と照合しなければならない。

⚫ 平成18年9月1日以降に製造された製品は、石
綿非含有と判断可能。



事前調査の例外
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⚫ 平成18年9月1日以降着工の建築物は、着工日
の確認をもって調査とすることができる

⚫ 木材、石材、金属、ガラス、畳、電球等は、
石綿非含有であることが明らかであるため、
事前調査の対象とする必要はない

⚫ 工事対象の建築物等に極めて軽微な損傷しか
与えない作業（例えば、釘を打つ、抜く作業
等を想定している、電線を通すために壁に穴
を開ける場合等は事前調査の対象となる）は
事前調査不要

⚫ 現存する材料等の除去を行わず、新たな部材
を追加のみする場合も事前調査不要



事前調査の全体の流れ
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ヒヤリング

部材の型番等

を目視確認

メーカーＨＰ

等で確認 Lv3建材は

石綿含有と

みなして

作業が行われ
ることも多い

分析調査

（作業環境測定機関）



設計図書等の書面による調査
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目視調査へ



目視、分析による調査
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目視調査で判断がつか
ない場合は分析を実施



石綿含有建材データベース
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ＤＢには石綿含有建材が掲載されているが、
全ての建材をカバーできている訳でないため、

対象建材がＤＢに無い＝石綿非含有
ではないことに注意



石綿含有建材データベース
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石綿が含有していない製品カテゴリーの
一覧はＤＢで公表されている



メーカー公表の資料
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一般に建材メーカーは、
製品の石綿含有の有無について
ＨＰでの公表、相談窓口等
を設けて対応している



建材情報の読取（裏面調査）
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成形板等の裏面等には、製造メーカー、商品
名、不燃番号、ＪＩＳ規格、ロット番号等の情
報が印字されている場合が多い。

これらの情報を、メーカー等のＤＢと照合す
ることで石綿含有の有無が判断できる。



事前調査(書面及び現地)結果様式
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“ｱｽﾍﾞｽﾄ有無事前調査詳細表”で検索



事前調査(書面及び現地)結果様式
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対象物件に関する
概要を記入

調査期間
調査者資格等を記入



事前調査(書面及び現地)結果様式
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設計図書等から
建屋各部に使用されている

建材の種類等を調査
現地調査の
結果を記入

書面調査での
石綿の有無を記入

書面調査、現地調査
の結果を統合し、
石綿の有無を判断

書面調査、現地調査を実施しても
石綿含有の有無について判断がつかない場合は

分析調査を実施するか、石綿含有とみなす必要がある



現地調査結果の記録（個票）

47

現地調査結果を行った場合は、調査単位（通
常は１部屋）ごとに個票を作成する。

見取図や写真等を
添付する等により
客観的かつ分かり
易く記載する

“メモ”欄には
吹付材の使用状況
や状態等、調査者
が確認した事項を

記載する



専門の調査機関からの報告例
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石綿含有の判断の流れ
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平成18年9月以降は
石綿含有製品の製造全面禁止



事前調査者の資格
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◆事前調査を実施できる者（令和5年10月～）

⚫特定建築物石綿含有建材調査者
⚫一般建築物石綿含有建材調査者
⚫一戸建て等石綿含有建材調査者
※一戸建て住宅、共同住宅に限定

⚫令和5年9月までに、日本アスベスト調査診断
協会に登録された者

滋賀県では建設業労働災害防止協会が石綿含
有建材調査者の講習を開催している

特定は講義11時間
と実技研修

一般は講義11時間
一戸建ては講義7時間

各講義後に試験あり



事前調査結果の記録等
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⚫ 事前調査結果の記録は３年間保存義務あり

⚫ 調査結果の写しは現場に備付け、また、調査
概要を工事現場の見やすい箇所に掲示する必
要もある

⚫ 調査結果の記録項目

⚫ 事業者名称、所在地、工事名称、所在地、概要
⚫ 事前調査の実施、終了年月日
⚫ 工事対象の建築物等の着工日、構造
⚫ 事前調査の対象部分、調査方法
⚫ 調査結果（石綿含有の有無）



事前調査結果掲示用看板
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事前調査結果の報告
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従来からレベル１、２の石綿含有建材の撤去
工事等を行う場合、所轄労働基準監督署へ計画
届等の提出が必要であったが、レベル３の石綿
含有建材の撤去工事等については特段の報告制
度は存在しなかった。

今般の規則改正により、令和4年4月1日以降、
石綿含有を問わず、以下の工事を行う場合、事
前調査結果について報告（オンライン報告を基
本とする）を行う必要がある。

⚫解体部の床面積80㎡以上の建築物解体工事
⚫請負金額100万円以上の建築物改修工事
⚫請負金額100万円以上の工作物解体、改修工事



石綿含有建材のレベル区分
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⚫レベル１ … 吹付材

除去作業時の飛散防止対策として
隔離養生が必要

⚫レベル２ … 保温材

除去作業時の飛散防止対策として

隔離養生、部分養生が必要

⚫レベル３ … 成形材

除去作業時の飛散防止対策として
切断、破砕等以外の方法による手ば
らしによる作業が必要



レベル１建材の除去工法
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① 事前清掃

② 資格者の選任（作業主任者、特別教育）

③ 壁、床面に養生シート設置（床面は2重）

④ 開口部、固定設備類への養生

⑤ セキュリティゾーンの設置

⑥ 負圧集じん機等、機材、薬剤等の搬入

⑦ 個人用保護具（電動ﾌｧﾝﾏｽｸ、保護衣）

⑧ 飛散抑制剤の散布（作業前、後）

⑨ 手工具ケレン作業

⑩ 作業前、中、後に作業環境測定

⑪ 清掃、廃棄、養生撤去



レベル２建材の除去工法
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① 事前清掃

② 資格者の選任（作業主任者、特別教育）

③ 配管保温材の石綿含有部にグローブバッグ等
による部分養生、作業範囲が広範囲の場合は
全体に隔離養生（セキュリティゾーンも）

④ 個人用保護具（電動ﾌｧﾝ他、保護衣）の装着

⑤ 部分養生内に飛散防止剤、工具等を入れる

⑥ 飛散防止剤を散布（作業前、後）

⑦ 配管の外装等を撤去後、保温材を手ばらし

⑧ 石綿含有材を養生内で集積、切り離し、密閉

⑨ 清掃、廃棄、養生撤去



レベル３建材の除去工法
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① 事前清掃

② 資格者の選任（作業主任者、特別教育）

③ 個人用保護具（電動ﾌｧﾝ他、保護衣）の装着

④ 石綿含有成形材（屋根材、スレート、ケイカ
ル板、石膏板等）に散水等行い、湿潤化する

⑤ 石綿含有建材の固定を解除し、破砕、切断す
る部分を最小限に、手ばらし撤去する

⑥ 対象がケイカル板第１種で切断、破砕等する
場合は、簡易隔離養生が必要

⑦ 清掃、廃棄、養生撤去



建設工事に係る計画届
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レベル１、２材の撤去、囲込み、封込め工事
を行う場合は、事前調査報告に加え、工事開始
の14日前までに工事場所を管轄する労働基準監
督署に工事計画の届出を行う必要があること。

大気汚染防止法による届出も、工事場所を管
轄する滋賀県環境事務所等に行う必要がある。



レベル1,2建材除去工事の規制強化

59

⚫隔離養生内の負圧集じん機を移動させる等の
何らかの変更を加えた場合、排気口からの石
綿等の漏出の有無を点検する（デジタル粉じ
ん計で測定）

⚫作業中断時、セキュリティゾーンの前室にお
いて負圧が維持されているか点検する（作業
者が集中して隔離養生内から退出するタイミ
ングで負圧を測定する）

⚫除去作業終了後、石綿作業主任者、石綿含有
建材調査者により、取り残しの有無を目視に
より確認する



仕上塗材の除去作業

60

石綿を含有する仕上塗材（外壁用仕上塗材、
下地調整材等）の除去工事については、従来は
レベル１対応として計画届の対象であったが、
令和3年4月以降は届出対象から除外された。

通常、仕上塗材の除去作業は、剥離剤散布後、
手工具によるケレン工法で行われることが多い
と思われるが、グラインダー等の動力工具を使
用する場合は、作業場所の簡易養生（負圧集じ
ん機の設置は不要）、湿潤化（もしくは集じん
機能付きグラインダーの使用）が必要となる。



レベル3建材の飛散防止対策

61

石綿含有成形品（スレート、ボード、タイル
材等）の除去作業は、切断、破砕を伴わない方
法（釘、ボルトを取り外し、手ばらしによる作
業等）により行う必要がある。

止むを得ず、切断、破砕により除去を行う場
合には、湿潤化、簡易養生（ケイカル板のみ、
負圧集じん機は不要）を施した上で作業を行う。



屋根材への対応

62

屋根材についても、陶器瓦を除き、スレート
瓦やセメント瓦等、石綿含有の可能性があるた
め、施工前に石綿含有の調査が必要。調査の結
果、含有の有無が判断できず、分析を行わない
場合は、含有とみなす必要があること。

石綿が含有している場合、レベル３建材に分
類されるため、切断、破砕等を極力行わず施工
する必要がある。屋根上から地上に撤去後の建
材を放り投げる等によっても破砕、石綿飛散の
可能性が想定されるため、避けるべきこと。

切断、破砕等を行う場合は、湿潤化等の飛散
防止措置を講じた上で行う必要があること。



作業主任者、特別教育

63

石綿含有建材（建材レベル問わず、みなしを
含む）を撤去する作業を行う際は、石綿作業主
任者の資格を有する者の中から、作業主任者
（通常1名）を選任する必要がある。

作業主任者を選任した場合は、名前を記した
掲示物を設置する必要がある。

また、石綿含有建材の撤去作業に従事する
個々の作業者は、特別教育を修了している必要
があること。

滋賀県内では、石綿作業主任者技能講習は、
労働基準協会、建災防滋賀県支部で開催。



個人用保護具

64

石綿撤去作業に従事する作業者は、呼吸用保
護具を着用する必要がある。特に、吹付石綿の
除去作業を行う場合は、電動ファン付呼吸用保
護具が必要となる。

また、石綿含有建材（レベル問わず）を切断、
破砕等する場合は、作業者は保護衣（タイベッ
ク等）を着用しなければならない。



作業環境測定等

65

レベル１建材の除去工事の際は、施工前、中、
後に作業環境、敷地境界等の石綿濃度測定（作
業環境測定）を行う必要がある。

また、除去作業中は、負圧集じん機の排気口
において、デジタル粉じん計を稼働させる等に
より、石綿漏洩の有無を確認する必要がある、



写真等による作業記録

66

石綿除去作業の状況は写真に収め、記録を作
成し、3年間保存する必要がある。



石綿関係労働者の作業記録

67

石綿除去等作業を行った場合は、以下の事項
を記録し、石綿作業に従事しなくなった日から
40年間保存する必要がある。
⚫労働者の氏名
⚫従事した作業の概要、従事期間
⚫事前調査結果（システム報告内容と同等）
⚫作業の実施状況の写真、記録
（保護具の着用状況等）

⚫石綿に著しく汚染される事態が生じた際の
概要、応急措置



石綿工事等における掲示物

68



石綿工事に関する規制早見表(工事開始前)

69

令和8年1月1日から必要



石綿工事に関する規制早見表(工事開始後)

70



石綿総合情報ポータルサイト

71



オンライン事前調査結果報告

72

事前調査結果報告は、原則、「石綿事前調査
結果報告システム」により行うが、まず「ｇＢ
ｉｚＩＤ］への登録が必要になる。

※「ｇＢｉｚＩＤ」にはプライムとエント
リーの２種類のグレードが存在するが、手
続きが簡易なエントリーでも報告に特段の
問題はない。



紙媒体での報告も可能

73

石綿事前調査結果報告は、前述のとおり、オ
ンラインでの報告を基本とするが、紙媒体での
報告を行うことも可能であること。

報告は、工事場所を管轄する労働基準監督署
および大気汚染防止法所管官庁（環境事務所、
大津市役所）に対して行う必要がある。

オンライン報告の場合、１回の入力で両者に
対して報告が行われることになるが、紙媒体で
の報告の場合は、それぞれの窓口に持参する必
要があること。



エントリーで必要十分

オンライン報告に必要な機材等

74

オンライン報告はＰＣからだけではなく、ス
マートフォン、タブレット等からも可能。



GBizIDは複数の行政手続に使用可

75

石綿システムの他、
50以上の行政システムに
アクセスし、利用可能



GBizIDのアカウントは3種類

76

エントリーで必要十分
後からプライムへ
変更することも可能



GBizIDへのアクセス

77

メールアドレス等を入力し、
エントリーで登録



石綿報告システムへのアクセス

78

メールアドレス等を入力し、
エントリーで登録



GBizIDで石綿システムにログイン

79



石綿報告システムトップ画面

80

事前調査結果を報告する場合は
「新規申請」をクリック



元方事業場情報を入力

81

下にスクロールして
以下の情報を入力する

〇 元方事業場情報
〇 工事発注者情報
〇 工事現場情報
〇 建築物概要
〇 調査者、分析者等情報



下請事業場情報を入力

82

下にスクロールして
下請事業場

の情報を入力する

クリックして下請事業場の
入力フォームを呼び出す



各建材の事前調査結果を入力

83

下にスクロールして
該当する建材に対する
事前調査結果を入力

建材ごとの入力事項

〇 石綿含有有無
〇 判断根拠
〇 作業の種類
〇 切断等の有無
〇 隔離等の措置



全ての事項を入力し手続きを完了

84

完了ボタンをクリック
手続きを終了させる



登録完了により申請ＩＤが発行

85



86

工作物石綿事前調査者
資格の新設



従来、工作物については、事前調査自体は行
う必要があり、電子申請による結果報告も必要
であったが、事前調査実施者に特段の資格を求
めていなかった。

令和8年1月1日以降に着工する工作物（特定工
作物に限る）について事前調査を行う場合、新
設された、工作物石綿事前調査者の有資格者で
なければ調査を行うことができないもの。

特定工作物以外の工作物については、工作物
石綿事前調査者に加え、一般、特定建築物石綿
含有建材調査者等も調査を行うことが可能。

工作物石綿事前調査者

87



工作物の種類と調査資格

88



工作物石綿事前調査者講習

89

工作物事前調査者の資格を取得するためには、
工作物事前調査者講習（合計11時間）を受講す
る必要がある（建築物石綿含有建材事前調査者
の資格を所持している場合は、講習科目の一部
免除を受けることができる場合がある）。

滋賀県内では、現状、公益社団法人滋賀労働
基準協会（滋賀県大津市打出浜13-15）のみが講
習を開催していること。
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